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令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、新型コロナウイルスによる影響を受けた商店街等において、空き店舗を活

用した商店街等の機能の維持と活性化の取組を支援するため、福島県補助金等の交付等

に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱

に定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1)  商店街等 

小売業またはサービス業等を営む相当数の店舗等が主体となって近接して事業を営 

み、地域の買い物やコミュニティの場として認識されている区域であって、その中に 

人または車が常時通行できる道路を包含するものをいう。 

(2) 事業実施団体 

商店街振興組合、事業協同組合、任意の商店会、商工会、商工会議所、まちづくり 

会社、特定会社、一般社団法人、特定非営利活動法人（地元商店街等と連携して事業  

を実施することが確実な場合のみ）など、商店街等の活性化に取り組む団体をいう。 

ア 商店街振興組合、事業協同組合 

商店街振興組合及び事業協同組合には各々連合会も含むものとする。 

   イ 任意の商店会 

商店街等において小売業またはサービス業を営む１０店舗以上が集団形態をとり、 

共同事業等の活動を行うための規約等を制定している任意組織団体で、商店街等活 

性化のため適当と知事が認めるものをいう。 

   ウ  まちづくり会社 

中心市街地の活性化に関する法律第７条第７項第７号の特定会社もしくは一般社 

団法人等（市町村が出資している第三セクター）、その他商店街等活性化のため適当 

と知事が認めるものをいう。 

   エ 特定会社、一般社団法人 

中心市街地の活性化に関する法律第１５条第１項第１号または第２号に規定する 

ものとする。 

   オ 特定非営利活動法人 

特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人とする。なお、商店街等活性 

化のため、地元商店街等と連携して事業を実施することが確実な場合に限る。 

(3) 事業実施団体等 

前号の規定による事業実施団体、補助事業に係る空き店舗の所有者、空き店舗の入 

居者をいう。 
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（交付の対象及び補助率等） 

第３条 事業実施団体に交付する補助金の交付対象は、事業実施団体が空き店舗の活用事

業に要する賃借料とし、補助金交付の対象として、県が必要と認めるものについて予算

の範囲内において交付する。 

２ 令和２年４月１６日（新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言）

以降、交付決定の間における事業に要する賃借料について、書類等による確認が可能で、

適正と認められる場合には、補助金の交付の対象とする。 

３ 補助率は、前項に規定する賃借料に要する費用の１２分の１０以内とする。 

４ 補助対象期間は、最大３ヶ月とする。 

５ 補助上限額は、１月あたり２５０，０００円以内とする。 

６ その他必要な事項は別表のとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 事業実施団体は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第１号による「令

和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金交付申請書」（以下、

「補助金交付申請書」という。）に、必要な書類（以下、「添付書類」という。）を添えて、

知事に提出するものとする。 

２ 補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、以下のとおりとする。 

(1) 収支予算書（様式第２号） 

(2) 補助事業計画書（様式第３号） 

(3) 空き店舗の賃貸借契約書等の写し 

(4)  市町村からの意見書（様式第４号） 

(5)  位置図 

(6)  その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 知事は、前条第１項の規程による補助金交付申請書の提出があったときは、審査

のうえ交付決定を行い、様式第５号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型

コロナウイルス対応）補助金交付決定通知書」を事業実施団体に通知するものとする。 

２ 知事は、第１項の通知に際して必要な条件を付すことができるものとする。 

 

（申請の取り下げ） 

第６条 事業実施団体は、前条の交付決定の内容及びこれに付された条件に対して不服が

あり、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受理した日か

ら１０日以内に、様式第６号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナ

ウイルス対応）補助金交付申請取下書」を知事に提出しなければらない。 
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（補助事業の経理等） 

第７条 事業実施団体は、補助事業にかかる帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と

明確に区分して整理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 事業実施団体は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了（第９条の規定により廃

止の承認を受けた場合も含む）の日の属する年度の終了後５年間、知事の要求があった

ときはいつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならない。 

 

（補助事業の内容または経費の変更） 

第８条 事業実施団体は、補助事業の内容または経費を変更するときは、あらかじめ様式

第７号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金

に係る補助事業の内容・経費の変更承認申請書」を知事に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

２ 前項ただし書きに規定する軽微な変更は次のとおりとする。 

(1) 補助対象経費の２０パーセント未満の減額、または補助金交付申請額の変更を伴わ 

ない増額をする場合。 

(2) 補助事業の目的の達成に支障をきたすことなく、かつ、補助事業効率の低下をもた 

らさない事業計画の細部を変更する場合。 

３ 知事は、第１項の承認をする場合において、必要に応じて交付決定の内容を変更し、 

または条件を付すことができる。 

 

（補助事業の中止または廃止） 

第９条 事業実施団体は、補助事業を中止または廃止しようとするときは、あらかじめ様 

式第８号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助 

金に係る補助事業の中止（廃止）申請書」を知事に提出し、その承認を受けなければ 

ならない。 

 

（補助事業の遅延等の報告） 

第１０条 事業実施団体は、補助事業が予定期間内に完了することができないと見込まれ 

るとき、または補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに、様式第９号による「令 

和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金に係る補助事業の 

遅延等報告書」を提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況の報告） 

第１１条 事業実施団体は、補助事業の遂行及び収支の状況について、知事の要求があっ 

たときは、速やかに、様式第１０号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型 

コロナウイルス対応）補助金に係る補助事業の実施状況報告書」を提出しなければなら 

ない。 
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（実績報告） 

第１２条 事業実施団体は、補助事業が完了したとき、または、第９条の規定により廃止 

の承認を受けたときは、その日から起算して３０日を経過した日、または補助金の交付 

決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、様式第１１号によ 

る「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金に係る補助 

事業実績報告書」に添付書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による添付書類は、以下のとおりとする。 

(1) 収支精算書（様式第１２号） 

(2) 補助事業実績書（様式第１３号） 

(3) 事業実施を証する書類 

(4)  その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 知事は、前条の規定による報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必 

要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定 

の内容（第９条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条 

件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第１４号による「令 

和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金に係る額確定通知 

書」により補助事業者に通知する。 

 

（補助金の支払い） 

第１４条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うもの 

とする。 

２ 事業実施団体は、前項の規定により補助金の支払いを受けようとするときは、様式第 

１５号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

精算払（概算払）請求書」を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、必要があると認めるときは、概算払いの方法により補助金の支払をすること

ができる。 

４ 事業実施団体は、前項の規定に基づき補助金の概算払いを受けようとするときは、様 

式第１５号による「令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補 

助金精算払（概算払）請求書」に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければなら 

ない。  

(1) 概算払請求の根拠となる当期における所要額及び事業進捗状況に関する書類 

(2) 空き店舗等に係る賃貸借契約書の写し 

 

（是正のための措置） 

第１５条 知事は、補助事業が適切に実施されていないと認められるときは、是正のため

の措置をとるべきことを補助事業者に命ずることができる。 
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（交付決定の取り消し等） 

第１６条 知事は、第９条の補助事業の中止または廃止の申請があったときは、第５条の

交付決定の全部もしくは一部の取り消し、または変更することができる。 

２ 知事は、次の各号に該当する場合は、第５条の交付決定の全部もしくは一部の取り消

し、または変更することができる。 

(1) 事業実施団体等が、法令、本要綱または法令もしくは本要綱に基づく処分もしくは 

指示に違反し、知事が不適当と認める場合。 

(2) 事業実施団体等が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合。 

(3) 事業実施団体等が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

(4) 交付申請書類の記載事項が真正でないことが判明した場合。 

(5) 事業実施団体が、第５条第２項に基づき知事が定めた交付決定に際しての条件を満 

たすことができなかった場合、もしくは満たせないことが明らかになった場合。 

３ 知事は、第１項及び第２項の規程による取り消しまたは変更を行った場合において、 

期限を付して、既に交付した補助金の全額または一部の返還を命ずることができる。 

４ 前項に基づく補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限 

内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納にかかる期間に応じて、年 

利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴することができるものとする。 

５ 知事は、第３項に基づき補助金の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受

領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した

加算金の納付を併せて命ずることができるものとする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第１７条 事業実施団体は、第４条の規定に基づき補助金の交付申請を行うに当たり、当 

該補助金にかかる消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税 

及び地方消費税相当額のうち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律及び地方税 

法等の一部を改正する法律の規定により仕入にかかる消費税及び地方消費税額として控 

除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下、同じ。）を減額して申請し 

なければならない。ただし、交付申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税 

額が明らかでないものについては、この限りではない。 

２ 事業実施団体は、第１２条に基づく実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税及 

び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税 

額を減額して報告しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１８条 事業実施団体は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金 

にかかる消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、速やかに様式第１６ 

号による「消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書」を知事に提出しなければなら 

ない。 
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２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入れ控除税額の 

全額または一部の返還を命じることができる。 

３ 前項に基づく補助金の返還については、第１６条第４項の規程を準用する。 

 

（権限の委任） 

第１９条 本要綱及び規則に基づく知事の権限は、所轄の福島県地方振興局の長に委任す 

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年７月８日から施行する。 
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別表                令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

事業名 事業内容 
補助対象 

(事業実施団体） 
補助対象経費 補助率等 補助金交付の要件等 

令和２年度活力

ある商店街支援

事業(新型コロ

ナ ウ イ ル ス 対

応)補助金 

新型コロナウイルスに

よる影響を受けた商店街

等において、事業実施団体

が空き店舗を活用して商

店街等の活性化を図る取

組を行う場合に、空き店舗

活用にかかる賃借料の一

部を補助することにより、

商店街等の機能の維持や

活性化を支援することを

目的とする。 

 

商店街振興組合 

事業協同組合 

任意商店会 

商工会 

商工会議所 

まちづくり会社 

特定会社 

一般社団法人 

特定非営利活動法人

(NPO） 

など商店街の活性化

に取り組む団体 

 

※NPO については、

地元商店街等と連携

して実施することが

確実な場合のみ。 

 

 

 

空き店舗を活用して商

店街等の活性化を図る場

合の賃借料等 

補助率：10/12 

補助上限：月 250,000円 

（3ヶ月で 750,000円） 

補助期間：最大 3ヶ月 

○新型コロナウイルス 

に対応した空き店舗 

の活用であること。 

○交付申請に当たって 

は、市町村の意見書 

を添付すること。 

○その他補助金や支援 

制度等において、重 

複して補助を受けて 

いないこと。 
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様式第１号 

                            番     号 

                            年  月  日 

 

地方振興局長 

 

                    住所                

                     事業実施団体名         

                   代表者名          印  

                                

 

令和２年度活力ある商店街支援事業(新型コロナウイルス対応) 

補助金交付申請書 

 令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金交付

要綱第４条第１項の規程に基づき、上記補助金の交付について申請します。 

記 

１ 事業の目的 

 

２ 補助金交付申請額 

 

３ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 

  様式第３号「補助事業計画書」のとおり 

 

４ 補助事業着手予定年月日 

 

５ 補助事業完了予定年月日 
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様式第２号 

収 支 予 算 書 

 

１ 収入の部 

                            （単位：円） 

科  目 当初予算額 変更予算額 比 較 増 減      備 考 

県補助金     

自己資金     

そ の 他     

     

計     

 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

科  目 当初予算額 変更予算額 比 較 増 減      備 考 

     

     

     

計     
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様式第３号 

 

補 助 事 業 計 画 書 

（令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）） 

 

１ 事業実施団体の概要 

(1) 名 称 

 (2) 代表者 

 (3) 所在地 

 

２ 空き店舗対策事業の全体計画、事業の必要性 

(1) 商店街等や入居者への新型コロナウイルスの影響 

 

 

 

(2) 商店街等の空き店舗の状況 

 

 

 

(3) 空き店舗対策の内容 

 

 

 

４ 事業内容  

(1) 用途  

   ① 新規創業者店舗  

    ② 一般店舗  

   ③ 商店街の魅力向上に寄与する施設（内容：           ）  

(2) 契約の内容等  

    ① 所在地 

※ 場所が特定できる地図（住宅地図等）を添付。  

   ② 面積     坪 

   ③ 構造・築年数等 

   ④ 月額賃借料 × 実施（補助要望）月数  

  ⑤ 坪単価       円／坪（周辺の相場     円／坪） 

  ⑥ 中・長期的な見通し  

 

 

 



11 

 

(3) 入居者等の概要 

① 業種 

   ② 氏名（法人名） 

   ③ 店名 

   ④ 開店日 

   ⑤ 営業時間 

   ⑥ 定休日（休館日） 

   ⑦ 改修経費（見込み） 

 

５ 指導・助言の方針等 

 

 

 

６ 事業実施団体における資金調達の見込み 

 

 

 

７ 経費の配分 

                                            （単位：円） 

事業種目 

補助事業

に要する

経費 

負  担  区  分 

備 考 事業実施団

体負担額 

空き店舗等

への入居者 

の負担額 

補助金 

申請額 

      

      

計      
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様式第４号 

           

                           年  月  日 

 

  福 島 県 知 事     様 

 

                         市町村長名              

  

                                     印  

                                

令和２年度活力ある商店街支援事業(新型コロナウイルス対応) 

に係る市町村意見書 

 

事業実施団体名  

入居事業者名  

 

 

補助事業及び事業実施団体への意見 

 

当該事業は、商店街等の活性化の取組として、 

 

     適している     ・     適していない 

 

その理由 

 

 

                        （市町村名）                  

（担当部署）                  

（担当者名）                  

（電話番号）                  

（メールアドレス）               
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様式第５号                       

 番     号 

                            年  月  日 

 

     様                

 

        地方振興局長             印  

                                

 

令和２年度活力ある商店街支援事業(新型コロナウイルス対応) 

補助金交付決定通知書 

 令和２年  月  日付けで交付申請のありました令和２年度活力ある商店

街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金につきましては、次のとおり交

付することを決定しましたので、同補助金交付要綱第５条第１項の規定により

通知します。 

記 

１ 交付決定日 

  令和２年  月  日 

 

２ 補助金の交付の対象となる事業 

  令和２年  月  日付けで交付申請のあった令和２年度活力ある商店街 

支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金交付申請書の記載のとおりとす 

る。 

 

３ 補助対象経費及び補助金の額 

  補助対象経費 金         円 

  補助金の 額 金         円 
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様式第６号 

 

年  月  日 

 

地方振興局長   様 

  

                                    住所 

                                  事業実施団体名 

                    代表者名         印 

  

 

令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

交付申請取下書 

 

令和２年  月  日付けで交付決定通知のあった令和２年度活力ある商店

街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金の交付申請は、下記のとおり取り

下げることとしたので、交付要綱第６条の規定に基づき届出します。 

記 

１ 補助事業の名称 

 

 

２ 交付申請の取下理由 
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様式第７号 

 

年  月  日 

 

地方振興局長  様 

                    住所 

                                  事業実施団体名 

                    代表者名         印 

 

      

 

令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

に係る補助事業の内容・経費の変更承認申請書 

 

 令和２年  月  日付けで交付決定通知のあった令和２年度活力ある商店

街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金の交付申請については、事業内容

を下記のとおり変更したいので、交付要綱第８条第１項の規定に基づき承認を申

請します。 

記 

１ 変更する事業の名称 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

３ 変更の内容 
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様式第８号 

 

年  月  日 

 

地方振興局長  様 

 

                    住所 

                                  事業実施団体名 

                    代表者名         印 

 

 

令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

に係る補助事業の中止（廃止）申請書 

 

 令和２年  月  日付けで交付決定通知の令和２年度活力ある商店街支援

事業（新型コロナウイルス対応）補助金の交付申請については、事業を下記のと

おり中止（廃止）したいので、交付要綱第９条の規定に基づき承認を申請します。 

記 

１ 中止（廃止）の事業名 

 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

 

３ 中止（廃止）の内容 

 

 

４ 補助事業中止の期間（廃止の時期） 
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様式第９号 

 

年  月  日 

 

地方振興局長  様 

                    住所 

                                  事業実施団体名 

                    代表者名         印 

 

 

令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

に係る補助事業の遅延等報告書 

令和２年  月  日付けで交付決定通知のあった令和２年度活力ある商店

街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金の交付申請について、交付要綱第

１０条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 遅延の原因及び内容 

 

３ 遅延に対して取った措置 

 

４ 補助事業の遂行と完了予定日 

 

５ 遅延が事業に及ぼす影響 
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様式第１０号 

 

年  月  日 

 

地方振興局長  様 

 

住所 

                                   事業実施団体名 

                     代表者名         印 

 

令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

に係る補助事業の実施状況報告書 

令和２年  月  日付けで交付決定通知のあった令和２年度活力ある商店

街支援事業（新型コロナウイルス対応）について、交付要綱第１１条の規定に基

づき、下記のとおり報告します。 

記 

 

１ 補助事業名 

 

２ 補助事業の実施状況 
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様式第１１号 

 

年  月  日 

地方振興局長  様 

住所 

                                   事業実施団体名 

                     代表者名         印 

 

令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金 

に係る補助事業実績報告書 

令和２年  月  日付けで交付決定通知の令和２年度活力ある商店街支援

事業（新型コロナウイルス対応）補助金について、交付要綱第１２条第１項の規

定に基づき、下記のとおり報告します。 

記 

１ 補助事業名 

 

２ 事業実施期間 

  開始   年  月  日 ～    終了   年  月  日 

 

３ 補助事業の実施状況 

(1) 事業の実施状況 

 

 

(2) 事業経費の状況 

収支精算書（様式第１２号）、 

事業実績書（様式第１３号） 
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様式第１２号 

収 支 精 算 書 

 

１ 収入の部 

                            （単位：円） 

科  目 当初予算額 変更予算額 比 較 増 減      備 考 

県補助金     

自己資金     

そ の 他     

     

計     

 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

科  目 当初予算額 変更予算額 比 較 増 減      備 考 

     

     

     

計     
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様式第１３号 

 

補 助 事 業 実 績 書 

（令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）） 

 

１ 事業実施団体 

 

 

２ 実施した事業の具体的な内容 

 

 

 

 

 

 

３ 事業を実施したことによる効果 

 

 

 

 

 

 

４ 経費の配分                                           

                             （単位：円） 

事業種目 

補助事業

に要する

経費 

負  担  区  分 

備 考 
事 業 実 施 

団体負担額 

空き店舗等

への入居者 

の負担額 

補助金 

申請額 

      

      

計      
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様式第１４号                       

 番     号 

                            年  月  日 

 

     様                

 

        地方振興局長             印  

                                

 

令和２年度活力ある商店街支援事業(新型コロナウイルス対応) 

補助金に係る額確定通知書 

 令和２年  月  日付けで実績報告のありました令和２年度活力ある商店

街支援事業（新型コロナウイルス対応）補助金につきましては、同補助金交付

要綱第１３条の規定により補助金の額を確定しましたので通知します。 

記 

１ 確定額 

  金         円 

 

２ 精算 

(1) 概算払済額          円  

(2) 差引交付額          円 

(3) 補助金交付予定日   年  月  日 
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様式第１５号                       

 番     号 

                            年  月  日 

 

地方振興局長  様          

      住所 

                                   事業実施団体名 

                     代表者名         印 

 

令和２年度活力ある商店街支援事業(新型コロナウイルス対応) 

補助金精算払（概算払）請求書 

 令和２年  月  日付けで交付決定、令和  年  月  日付けで額の

確定がありました令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対

応）補助金について、交付要綱第１４条第２項の規定に基づき請求します。 

 

記 

          

事  業  費  適  用 

交付決定額（Ａ）             円  

受領済額 （Ｂ）            円  

今回請求額 (Ｃ)=(Ａ－Ｂ)              円  

差引残額   (Ａ－Ｂ－Ｃ)            円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



24 

 

様式第１６号 

 

年  月  日 

 

地方振興局長  様 

    住所 

                                   事業実施団体名 

                     代表者名         印 

 

消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書 

令和２年  月  日付けで交付決定通知、  年  月  日付けで額確定

のあった令和２年度活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）につい

て、交付要綱第１８条第１の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金（確定した額）補助事業者名及び交付決定年月日 

 

２ 補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

 

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金にかかる消費税及び地方消 

費税にかかる仕入控除税額 

 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

 

                 円 

 

（注）１ 積算の内訳を添付すること。 

  

 


